
独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所登戸地区動物実験規程 

 

平成28年４月１日 

所内規程第66号 

一部改正 平成29年３月１日 

令和３年10月１日 

令和６年４月１日 

令和６年11月28日 

（目的） 

第１条 この規程は、独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所（以下「研

究所」という。）登戸地区における動物実験の重要性とその特質にかんがみ、動物の愛

護及び管理に関する法律（昭和48年法律第105号。以下「法」という。）、厚生労働省の

所管する実施機関における動物実験等の実施に関する基本指針（平成27年改正。以下「厚

生労働省指針」という。）、並びに実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関する

基準（平成18年環境省告示第88号。以下「環境省告示」という。）の趣旨にのっとり、

動物実験を計画し、又は実施する際に遵守すべき事項を示し、科学的のみならず、動物

福祉の観点からも適正な動物実験等の実施を図り、独立行政法人労働者健康安全機構動

物実験規程（令和６年10月25日規程第14号）（以下「機構規程」という。）第６条に記載

の委任された権限を適切に行使することを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 この規程は、研究所登戸地区において行われる動物実験及び研究所登戸地区内で

企画する外部機関との共同研究等のすべての動物実験に適用する。 

 

（定義） 

第３条 この規程の用語の意義は、厚生労働省指針及び環境省告示に定めるところに準じ、

次の各号に定めるところによる。 

（１）「動物実験等」とは、動物を試験研究及び調査研究、又は教育その他科学上の利

用に供することをいう。 

（２）「実験動物」とは、動物実験等のため施設で飼養し、又は保管している哺乳類に

属する動物をいう。 

（３）「施設」とは、実験動物の飼養、保管又は動物実験を行う施設をいう。 

（４）「管理者」とは、施設長の命を受け、施設の適切な整備、適切な実験動物の飼養・

保管、適切な人員の配置とその教育訓練及び健康管理、生活環境の保全、実験動物

の逸走防止、地震や火災等の緊急時の対策、施設の廃止時の対応等の責務がある者

をいい、実験動物管理室長（以下「室長」という。）をこれに充てるものとする。 

（５）「実験動物管理者」とは、施設長の命を受け、室長を補佐し、実験動物及び施設

の管理を担当する者をいう。ただし、室長がこれを兼任することを妨げない。 

（６）「飼育者」とは、実験動物管理者の下で実験動物の飼養又は保管に従事する者を

いう。 

（７）「動物実験責任者」とは、動物実験等を実施する者のうち、当該動物実験等の実



施に関する業務を統括する者をいう。 

（８）「動物実験実施者」とは、 動物実験等を実施する者をいう。 

（９）「実施機関の長」とは、動物実験等の実施に関する最終的な責任を有し、機構規程

で規定された者をいい、独立行政法人労働者健康安全機構理事長がこれにあたる。 

（10）「施設長」とは、機構規程第６条により委任された権限を持つ者をいい、労働安全

衛生総合研究所所長がこれにあたる。 

（施設長の責務） 

第４条 実施機関の長は、実施機関における動物実験等の実施に関する最終的な責任を有

し、「厚生労働省指針」に定める措置その他動物実験等の適正な実施のために必要な措

置を講じる。ただし、機構規程第６条により、実施機関の長から施設長に委任された権

限の範囲内において、施設長が「厚生労働省指針」に定める措置その他動物実験等の適

正な実施のために必要な措置を講じ、研究所における研究上の必要性に則した動物実験

を、適正かつ円滑に実施するために必要な施設及び設備を整備するとともに、その管理・

運営に必要な組織体制の整備を行うものとする。 

２ 機関内規程の策定 

施設長は、「法」、「環境省告示」並びに「厚生労働省指針」その他動物実験に関す

る 法令等の規定を踏まえ、動物実験等の施設の整備及び管理の方法並びに動物実験等

の具体的な実施方法等を定めた「研究所登戸地区動物実験規程（以下、「動物実験規程」

という。）」を策定及び改定を行うこと。 

３ 動物実験委員会の設置 

施設長は、動物実験計画が「厚生労働省指針」及び「研究所登戸地区動物実験規程（以

下、「動物実験規程」という。）」に適合しているか否かの審査を行うなど、適正な動

物実験等の実施を図るために必要な事項を検討するため、動物実験委員会を設置するこ

と。なお、動物実験委員会に必要な事項は別に「研究所登戸地区動物実験委員会規程」

等に定める。 

４ 動物実験計画の承認 

施設長は、動物実験等の開始前に動物実験責任者に動物実験計画を申請させ、その動

物実験計画について動物実験委員会の審査を経て、その申請を承認し、又は却下するこ

と。 

５ 動物実験計画の実施結果の把握 

施設長は、動物実験等の終了後、動物実験責任者から動物実験計画の実施結果につい

て 報告を受け、必要に応じ適正な動物実験等の実施のための改善措置を講ずること。 

６ 教育訓練等の実施 

施設長は、動物実験実施者その他実験動物の飼養又は保管等に携わる者（以下「動物

実験実施者等」という。）に対し、適正な動物実験等の実施並びに実験動物の適切な飼

養及び保管に関する知識を修得させるための教育訓練の実施その他動物実験実施者等の

資質の向上を図るために必要な措置を講じること。 

７ 自己点検及び評価 

施設長は、定期的に、研究所における動物実験等の「動物実験規程」への適合性につ

いて、点検及び評価を実施すること。また、必要に応じて適正な動物実験実施のための



改善を行うこと。ただし、自己点検・評価チェックリスト兼報告書（別紙様式１）を用

いて動物実験委員会が点検及び評価を行い、点検及び評価結果を施設長が承認すること

をもって、施設長による点検及び評価の実施に代えることができる。 

また、前項の点検及び評価の結果について、当研究所以外の者による検証を実施する

ことに努めるものとする。 

８ 動物実験等に関する情報開示 

施設長は、動物実験等の実施に関する透明性を確保するため、機構規程第27条に規定

されている情報公開に必要な情報について、独立行政法人労働者健康安全機構に提供す

ること。 

 

（施設及び設備） 

第５条 施設長は、研究所における研究上の必要性に則した動物実験を、適正かつ円滑に

実施するために必要な施設及び設備を整備するとともに、その管理・運営に必要な組織

体制の整備に努めなければならない。 

２ 実験動物の飼養、保管又は動物実験等は、適切に維持管理された施設等でなければ行

うことができない。 

 

（動物実験計画の立案等） 

第６条 動物実験責任者は、科学的合理性及び動物実験等により取得されるデータの信頼

性を確保する等の観点から、次に掲げる事項を踏まえて、適正な実験動物の選択、実験

方法等を十分検討して動物実験計画及び動物系統維持計画を立案しなければならない。

その際、必要に応じて実験動物に関し専門的知識を有する者又は動物実験委員会の指導、

助言等を求め、有効かつ適正な動物実験等が行われるよう努めなければならない。 

（１）代替法の利用 

動物実験責任者は、動物実験等の実施に当たっては、科学上の利用の目的を達する

ことができる範囲において、できる限り実験動物を供する方法に代わり得るものを利

用すること等により実験動物を適切に利用することに配慮すること。 

（２）実験動物の選択 

動物実験責任者は、動物実験等の実施に当たっては、科学上の利用の目的を達する

ことができる範囲において、できる限りその利用に供される実験動物の数を少なくす

ること等により実験動物を適切に利用することに配慮すること。この場合において、

動物実験等の目的に適した実験動物種の選定、動物実験成績の精度及び再現性を左右

する実験動物の数、遺伝学的及び微生物学的品質並びに飼養条件を考慮する必要があ

ること。 

（３）苦痛の軽減 

動物実験責任者は、動物実験等の実施に当たっては、法及び環境省告示を踏まえ、

科学上の利用に必要な限度において、できる限りその実験動物に苦痛を与えない方法

によること。 

２ 動物実験責任者は、動物実験等を実施しようとする場合には、動物実験等計画を立案

し、動物実験計画承認申請書（別紙様式２）を動物実験委員会事務局（以下、「事務局」

という。）経由で施設長に提出し、その承認を得なければならない。 



（１）施設長は、前項の規定により動物実験責任者から動物実験計画承認申請書の提出

があったときは、委員会に審査を付議し、その議に基づき、当該動物実験計画の承

認の可否を決定するものとする。 

（２）施設長は、前項の決定を行ったときは、動物実験・系統維持計画承認申請に対す

る決定通知（別紙様式３）により動物実験責任者に通知するものとする。 

３ 動物実験責任者は、動物実験計画及び動物系統維持計画について施設長の承認を受け

た後でなければ、動物実験及び動物系統維持を行ってはならない。 

４ 動物実験責任者は、動物実験計画を変更する場合又は動物系統維持計画を更新する場

合は、動物実験計画変更承認申請書（別紙様式４）又は動物系統維持計画承認申請書（別

紙様式５）を事務局経由で施設長に提出し、承認を得なければならない。 

（１）施設長は、前項の規定により動物実験責任者から動物実験計画変更承認申請書又

は動物系統維持計画承認申請書の提出があったときは、委員会に審査を付議し、そ

の議に基づき、当該計画の変更又は更新の承認の可否を決定するものとする。 

（２）施設長は、前項の決定を行ったときは、動物実験・系統維持計画承認申請に対す

る決定通知により動物実験責任者に通知するものとする。 

５ 動物実験責任者は、年度の終了時に次年度以降継続する動物実験計画について実験経

過報告書（別紙様式６）を事務局経由で施設長に提出しなければならない。 

６ 動物実験責任者は、動物実験計画又は動物系統維持計画を実施し終了した場合は、動

物実験終了報告書（別紙様式７）又は動物系統維持終了報告書（別紙様式８）を事務局

経由で委員会へ提出し、委員会の確認後に事務局経由で施設長へ提出しなければならな

い。 

７ 動物実験責任者は、動物実験等を外部の施設に委託する場合、動物実験の外部委託に

関する承認申請書（別紙様式９）を事務局経由で施設長に提出しなければならない。施

設長は動物実験の外部委託に関する確認書の提出があったときは、委員会に審査を付議

し、その議に基づき、当該外部委託動物実験の承認の可否を決定し、動物実験・系統維

持計画承認申請に対する決定通知により動物実験責任者に通知するものとする。動物実

験責任者は、当該外部委託動物実験が承認された際は、委託先の動物実験委員会の審査

後の動物実験計画承認申請書および動物実験終了報告書を事務局経由で施設長へ提出し

なければならない。 

 

（実験動物の導入） 

第７条 動物実験責任者は、供試動物の選択に当たって、実験目的に適した動物種・系統

の選定、実験成績の精度や再現性を左右する供試動物の数、遺伝的、微生物的品質、飼

育条件等を考慮しなければならない。特に微生物的品質に関しては、実験成績の乱れ、

周辺動物への感染の拡大及び実験者への感染を防止するため、管理者の指示に従わなけ

ればならない。また、必要に応じて、検疫を実施しなければならない。 

２ 動物実験責任者は、動物の発注条件、異常、死亡の有無、動物の状態、輸送方法、輸

送時間等を確認しなければならない。動物実験責任者は、これらの作業の一部又は全部

を管理者に委任することができる。 

 

（実験動物の飼育・管理） 



第８条 動物実験責任者、管理者、実験動物管理者及び飼育者は、「法」「環境省告示」

に則して、適切な施設、設備の維持、管理に努め、適切な給餌、給水等の適切な維持管

理を行い、良好な環境条件の設定に努めなければならない。 

２ 動物実験責任者、実験動物管理者及び飼育者は協力して、実験中の動物だけでなく、

施設への導入時から実験終了時に至るすべての期間にわたって、動物の状態を仔細に観

察し、必要に応じて適切な処置を施さなければならない。 

 

（動物実験の操作） 

第９条 動物実験責任者は動物に無用な苦痛を与えないように配慮しなければならない。

このため、必要な場合は、管理者、実験動物に熟知している者あるいは動物実験委員会

の指導、助言等を求めることができる。なお、苦痛を排除するための処置は、管理者、

実験動物管理者又は飼育者に依頼することができる。 

 

（実験終了後の処置） 

第10条 動物実験責任者は、実験を終了し、又は中断した実験動物を処分するときは、化

学的または物理的方法により、できる限り実験動物に苦痛を与えない方法を用いて当該

動物を意識の喪失状態にし、心機能または肺機能を非可逆的に停止させる方法によるほ

か、社会的に容認されている通常の方法によって、速やかに安楽死処置をしなければな

らない。 

２ 動物実験責任者は、実験動物の死体については適切な処置を講じ、人の健康及び生活

環境を損なうことがないようにしなければならない。なお、この作業の一部あるいは全

部を実験動物管理者又は飼育者に依頼することができる。 

 

（安全管理等に特に注意を払う必要のある実験） 

第11条 動物実験責任者は、物理的、化学的に危険な物質に対する人の安全を確保するこ

とはもとより、飼育環境の汚染により動物が障害を受けたり、実験結果のデータの信頼

性が損なわれたりすることがないよう十分に配慮しなければならない。 

２ 施設の周囲の汚染防止については、動物実験責任者、管理者、実験動物管理者は、関

係法令等に定められた事項を遵守するとともに、施設・設備の状況を踏まえつつ、特段

の注意を払わなければならない。 

３ 遺伝子改変動物を扱う動物実験においては、当該動物の逃亡防止に努めなければなら

ない。 

 

（細則） 

第12条 この規程に定めるもののほか、研究所登戸地区における動物実験等に関し必要な

事項は、動物実験委員会の議を経て施設長が定める。 

 

附則 

この指針は、平成 20年７月 18日から施行する。 

 



一部改正 平成 27年 11月 18日 

 

附則（平成 28年３月 31日） 

この指針は、平成 28年４月１日から施行する。 

 

附則（平成 29年３月１日） 

この規程は、平成 29年４月１日から施行する。 

 

附則（令和３年 10月１日） 

この規程は、令和３年 10月１日から施行する。 

 

附則（令和６年３月29日） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附則（令和６年11月28日） 

この規程は、令和６年11月28日から施行し、令和６年10月25日から適用する。 


